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◆同一労働同一賃金ガイドラインとは 

令和８年４月 28 日に同一労働同一賃金に係る改正

省令・告示が公布され、改正同一労働同一賃金ガイド

ラインが令和８年 10 月１日から適用されます。この

ガイドラインは、正社員と非正規雇用労働者（パート

タイム労働者・有期雇用労働者・派遣労働者）との間

で待遇差が存在する場合に、どのような待遇差が不合

理、あるいは不合理でないのか、原則となる考え方や

具体例、留意事項を示すものです。 

 

◆ガイドライン改正のポイント 

今般、裁判例の蓄積などを踏まえて記載が見直され、

明確化や充実が図られているほか、新規に追加された

内容もあります。特に、各種手当（退職手当、無事故

手当、家族手当、住宅手当等）や福利厚生（夏季冬季

休暇、褒賞等）について、具体的な考え方や例示が追

加されています。 

また、改正省令により、非正規雇用労働者を雇い入

れた時の労働条件明示事項について、現行の明示事項

に加え、新たに「待遇の相違の内容・理由等に関する

説明を求めることができる」旨の明示が追加されます。

説明の際は、「資料を活用し、口頭により説明する方

法」または「説明すべき事項を全て記載した分かりや

すい内容の資料を交付する等の方法」により行います。 

 

◆企業に求められる対応 

企業においては、非正規雇用労働者からの説明請求

への対応が一層重要となります。各種手当や福利厚生

の支給基準の見直し、就業規則の点検、説明体制の整

備が欠かせません。ガイドラインに基づき、厚生労働

省が公表する関連書式やリーフレットも活用しながら、

早めの確認と対応を進めましょう。 

 

【参考】 

同一労働同一賃金特集ページ（厚生労働省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

同一労働同一賃金特集ページ（厚生労働省） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000144972.html 

 
 
 
◆労働時間法制をめぐる議論の今後 

 ６月２日、政府の日本成長戦略会議の下に設置され

た労働市場改革分科会における労働時間法制等をめぐ

る議論の取りまとめが公表されました。 

 ５月 29 日の上野厚生労働大臣の会見では、議論の

結果に関して「労働時間規制について、（中略）夏以降

の労働政策審議会において議論を行う予定」と発言が

あったところです。 

 

◆取りまとめの内容について 

 裁量労働制の見直し等は今後の議論が待たれるとこ

ろですが、36 協定の締結や柔軟な労働時間制の活用

について、「労働基準監督署において、重大・悪質な事

案に対しては厳正に対応しつつ、労働時間や労働者の

健康確保措置に関する労使の合意に則った指導が行わ

れるよう速やかに見直す必要がある」とされました。 

これを受け、今夏の成長戦略に労働基準監督署によ

る指導の見直し等に関する内容が盛り込まれる見通し

です。 

 

同一労働同一賃金ガイドラインが 

改正されます 

政府の成長戦略に労働時間法制の 

運用見直しが盛り込まれる見通し 
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◆なぜ見直しが？ 

 分科会の第３回目にて、全国商工会連合会より、人

手不足や時間外労働の上限規制への対応に苦慮してい

るとの声とともに、「『収入をもっと増やしたい』・『技

能を修得したい』など健康確保と労使合意を大前提と

し、労働者本人の希望を踏まえた労働時間管理も可能

とする制度」や、変形労働時間制などが十分に活用で

きていないことを踏まえ、「届け出などの要件を柔軟化

し、多様な地域、業種・業態の企業や労働者が効率的

に業務や労働をできるような、柔軟な労働時間管理の

運用」が要望されていました。 

 具体的な内容やいつから柔軟化が図られるのかなど、

夏以降の情報に注目です。 

【参考】 

労働市場改革分科会 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_69660.html 

 
 

 
厚労省が５月 27 日、令和７年の労働災害発生状況

を公表しました。令和７年１月から 12 月までの、新

型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除いた

データが取りまとめられています。 

 

◆死亡者数 

 労働災害による死亡者数（死亡災害報告をもとに、

死亡者数を集計）は 700 人（前年比 46 人・6.2％減）

と、過去最少となりました。 

（１）業種別 

建設業：214 人（前年比 18 人・7.8％減） 

製造業：115 人（同 27 人・19.0％減） 

陸上貨物運送事業：80 人（同 28 人・25.9％減） 

商業：61 人（同６人・10.9％増） 

（２）事故の型別 

墜落・転落：186 人（前年比２人・1.1％減） 

交通事故（道路）：126 人（同３人・2.4％増） 

はさまれ・巻き込まれ 117 人（同７人・6.4％増） 

 

◆休業４日以上の死傷者数 

事業者から提出される労働者死傷病報告をもとに集

計した死傷者数は、135,333 人（前年比 385 人・

0.3％減）でした（通勤中に発生した災害の件数は含

まれません）。 

（１）業種別 

製造業：26,371 人（前年比 305 人・1.1％減） 

商業：23,128 人（同 1,089 人・4.9％増） 

保健衛生業：19,291 人（同 424 人・2.2％増） 

陸上貨物運送事業：15,632 人（同 660 人・4.1％

減） 

（２）事故の型別 

転倒：37,195 人（前年比 817 人・2.2％増） 

腰痛等の「動作の反動・無理な動作」：22,166 人（同

52 人・0.2％減） 

墜落・転落：20,864 人（同 165 人・0.8％増） 

 

死亡者数は過去最少となったものの、休業４日以上

の死傷者数は令和４年から横ばいとなっており、引き

続き労働災害防止に向けた積極的な取組みが求められ

ます。７月１日～７日の全国安全週間および６月１日

～30 日の準備期間を機に、体制を見直しましょう。 

【参考】 

令和７年の労働災害発生状況を公表｜厚生労働省 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_73382.html 

 
 
 
◆過去最多の死傷者数、高年齢者は特に注意 

2025 年の職場における熱中症による死傷者数は

1,803 人と、統計開始（2005 年）以降最多になりま

した。年齢別では、25～29 歳の 129 人に対し、60

～64 歳は 181 人、65 歳以上は 278 人と、高年齢

者が多くなっています。加齢により体温調節機能や暑

さの自覚が低下する高年齢者は熱中症を発症するリス

クが高く、企業として積極的な安全配慮が求められま

す。 

 

◆熱中症対策の義務化への対応 

2025 年 6 月からの改正労働安全衛生規則では、職

場の熱中症対策が「義務」とされています。①体制整

備、②手順作成、③関係者への周知の３つが重篤化を

防止するために義務付けられ、違反には罰則の適用や

業務停止命令の可能性もあります。そのため、予防対

策として実効性のある対応が必要です。 

具体的には、WBGT 値（暑さ指数）の把握とそれに

基づく作業環境の改善、作業負荷の軽減、休憩や水分

補給の管理等が求められます。 

 

◆エイジフレンドリー補助金の活用も有効 

60 歳以上の高年齢労働者の熱中症予防対策には、

「エイジフレンドリー補助金（熱中症対策コース）」の 

 

高年齢者の熱中症対策と補助金活用 令和７年の労働災害発生状況 

死亡者数は過去最少 
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活用が可能です。スポットクーラー、ミストファン、

WBGT 指数計、電動ファン付き作業服等の導入経費が、

補助対象となります。 

補助金の申請は事業者自身が行う必要があり、審査

による要件確認や書類の準備には一定の時間を要しま

すし、実務対応も発生します。申請受付は 2026 年

10 月 31 日までですが、予算額に到達次第終了とな

るため、早めの検討が重要です。 

【参考】 

令和７年「職場における熱中症による死傷災害の発生状況」（確

定値）を公表します 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_73330.html 

「令和８年度エイジフレンドリー補助金」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09940.html 

 
 

 

10 日 

○ 健保・厚年の報酬月額算定基礎届の提出期限 

［年金事務所または健保組合］＜７月１日現在＞ 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付 

［郵便局または銀行］ 

○ 特例による源泉徴収税額の納付＜１月～６月分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出［公共職業安

定所］＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

○ 労働保険の今年度の概算保険料の申告と昨年度分

の確定保険料の申告書の 

提出期限＜年度更新＞［労働基準監督署］ 

○ 労働保険料の納付＜延納第１期分＞ 

［郵便局または銀行］ 

15 日 

○ 所得税予定納税額の減額承認申請＜６月 30 日の

現況＞の提出［税務署］ 

○ 障害者・高齢者雇用状況報告書の提出 

［公共職業安定所］ 

31 日 

○ 所得税予定納税額の納付＜第１期分＞ 

［郵便局または銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出［労働基準監督署］ 

＜休業４日未満、４月～６月分＞ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税の納付＜第 2 期＞ 

［郵便局または銀行］ 

※都・市町村によっては異なる月の場合がある。 

 

 
 

心なしか今年の６月は過ごしやすかったような気が

いたします。その反動でこれからの暑さがより一層厳

しくなるようなことがないと良いのですが…。 

今月は、社会保険の算定基礎届や労働保険の年度更新

など、手続きが多い月となっていますので、十分ご留

意ください。 

今月も最後までお読みくださり、ありがとうございま

した。（R.O） 

 

 

 

 

【叱り方】 

一つ前のブログで、「叱る/叱られる」ことをテーマに

して「叱ることができていないことがある」というこ

とを書きました。叱ることができない理由の一つに、

「叱り方/言い方」を考えてしまってすぐその場ででき

なかったということがあるのですが、この点について、

少し前に受けた研修で気付きがありました。 

研修では、ⶂり方をスキルとして学ぶためロープレを

行うのですが、複数のスキルについて実施するロープ

レの表現が、総じて「～して欲しい。」というものでし

た。 

「できていないことやあかんことを明確に伝えない

といけない」と思っていたため言い方を考えてしまう

ことがあったのですが、「～して欲しい。」ということ

なら伝えやすいし、これが叱っていることになるのか、

ということに気付けたことがとても大きかったです。 

過去にも受けたことがあった時には、スキルそのもの

に意識を向けていて、どういう伝え方をしているのか

というところがしっかり学べていませんでした。 

 

7 月の労務と税務の手続［提出先・納付先］ 

～編集後記～ 

スタッフブログより 
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今回この表現に気付いた時に、「叱り方/言い方」で考

えてしまっていたことについて、かなりクリアにする

ことができました。 

（声のトーンや大きさは、その時の内容や状況によっ

てコントロールする必要はあると思いますが。） 

「叱ることの意味」と、「叱り方」について、自分の

中で今までにない感覚で落し込むことができました。 

これを自分の行動として、しっかり出していこうと思

います。               

にしぐち（2026-05-08） 

 

【評価面談は『結果を伝える場』ではなく 

『成長を支える場』】 

前回、人事評価制度は「作って終わり」ではなく、運

用してこそ意味があるとお伝えしました。 

今回は、その運用の中でも特に大切な「評価面談」に

ついて考えてみたいと思います。 

評価面談というと、上司が部下に評価結果を伝える場、

というイメージを持たれがちです。しかし、それだけ

で終わってしまうと、社員にとっては「点数を告げら

れる時間」になってしまいます。 

本来の評価面談は、これまでの行動を一緒に振り返り、

次に何を伸ばすのかを確認する場です。「どこが良かっ

たのか」「何を改善すればよいのか」が具体的に伝わる

ことで、社員は次の行動に移りやすくなります。 

一方で、面談する側の管理職も悩みを抱えています。

厳しいことをどう伝えればよいのか、本人の受け止め

方に差がある場合どうするのか。こうした不安をその

ままにしていると、面談が形だけになってしまいます。 

だからこそ、評価面談の進め方や伝え方を整えること

が大切です。 

評価制度は、紙の上ではなく、人と人との対話の中で

会社に根付いていきます。 

面談を「評価を伝える場」から「成長を支える場」へ。 

そこに、人事評価制度を活かす大きなヒントがありま

す。 

おおたけ（2026-05-27） 

 

 

 

 

 

 

【熱中症対策が必要な季節になってきました】 

暑さが徐々に増していき、本格的な夏の到来を感じる

季節となりました。 

この時期になると気になるのが熱中症です。 

屋外作業だけでなく、工場や倉庫、また室内であって

も熱中症が発生するケースがあります。 

熱中症対策というと、水分補給や空調設備の準備を思

い浮かべる方が多いかもしれません。 

しかし実際には、「少し休憩しておいで」と声を掛け

られる雰囲気や、「体調が悪い」と言いやすい職場づく

りも同じくらい大切です。 

仕事に責任感のある方ほど「もう少し頑張ってみよ

う」と無理をされる可能性もあります。 

そういったことも想定し、会社側が意識的に休憩を促

したり、体調確認を行ったりすることが、従業員さん

の安全を守ることにつながると考えます。 

従業員の皆さまが元気に働ける環境作りをお手伝い

することは、私達の使命でもあります。 

今年の夏も、熱中症予防を通じて安全で働きやすい職

場づくりに取り組んでいきましょう。 

おぎの（2026-06-18） 


